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核兵器のない世界、軍縮・不拡散の取組。

法の支配に基づく自由で開かれた国際秩序を堅持・強化。

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成を加速。

強靱な世界経済の回復、金融の安定、雇用と持続可能な成長
などに加えて、下記の項目が取り上げられた。

「気候」、「環境」、「エネルギー」、「クリーン・エネルギー経済」、「経済
的強靱性・経済安全保障」、「貿易」、「食料安全保障」、「保健」、「労
働」、「教育」、「デジタル」、「科学技術」、「ジェンダー」、「人権、難民、
移住及び民主主義」、「テロ、組織犯罪、腐敗等」、「地域情勢」等

Ｇ７広島首脳コミュニケ
誰一人取り残さず、人間中心で、
包摂的で、強靱な世界を実現する
ため、国際パートナーと協働
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科学技術
グローバルな課題を解決し、次の段階の経済成長を可能に
する、イノベーションを推進するための先端技術、研究イ
ンフラ及び高技能な人材ネットワークの開発を支援する。
このため、国際的な人材の移動及び循環を促進する。

 FAIR原則（Findable、Accessible、Interoperable、
Reusable）に沿って、科学的知識並びに研究データ及び学
術出版物を含む、公的資金による研究成果の公平な普及に
よる、オープン・サイエンスを推進する。

安全保障、経済及び科学研究の相互依存領域において生じ
る様々な課題への対処に貢献する。

宇宙空間の安全かつ持続可能な利用の促進やスペースデブ
リ問題への対処の重要性を表明し、破壊的な直接上昇型ミ
サイルによる衛星破壊実験の不実施にコミットする。
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日本の科学技術・イノベーション政策
総合科学技術・イノベーション会議は、内閣総理大臣、科学
技術政策担当大臣の下、各省より一段高い立場から、総合的
基本的な科学技術・イノベーション政策の企画立案及び総合
調整を行うことを目的とした「重要政策に関する会議」。

日本学術会議と総合科学技術・イノベーション会議は科学技
術を推進する車の両輪、学術会議会長は非常勤議員の一人。

会議では、1、科学技術に関する基本的な政策についての調
査審議、2、科学技術予算・人材の資源配分などについての
調査審議、3、国家的に重要な研究開発の評価、4．研究開
発の成果の実用化によるイノベーションの創出の促進を図る
ための環境の総合的な整備についての調査審議。
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世界と日本の科学技術イノベーションの現状
 気候変動、自然災害、少子高齢化、感染症の影響や地政学
的リスクにより、経済の停滞と人々の格差の拡大、脱炭素
化社会の実現、食糧問題など地球課題への取組みの遅れ、
世界体制の新たな分極化が顕在。

 先行き不透明で予測困難な時代：科学技術・イノベーショ
ンの着実な推進に加えて、グローバルな人的ネットワーク
の強化が求められ、科学技術の推進は最重要課題。

 社会が直面する地球規模課題の解決、持続的繁栄、豊かな
生活の実現、経済安全保障に向け、各国はAI、ナノ、バイ
オ、量子技術、認知科学等先端科学分野で競争激化。

 日本の「国際競争力」や企業の「収益力ランキング」は大
きく低下、経済成長の停滞「失われた30年」。
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2022/3/7日本経済新聞朝刊

日本の国力、自信低下 経済・技術ともに17ポイント下落

政府の科学技術政策で力を入れてほしい分野の首位は医療・健康（86%）。
新型コロナの国産ワクチン開発などでの挽回に期待。
次は脱炭素に成長の種がある環境・エネルギー（70%）。
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失われた30年、その後の10年：GDP

81991：バブル経済崩壊、2001：米同時テロ、2008：リーマン危機、2011：東日本大震災、2020：コロナ禍

日経2024年4月21日 

日経2023年11月9日 



主要国における研究費の推移（総務省統計局）

科学技術に関する研究・開発のために支出された費用（約19兆円）。人件費、原材料
費、その他研究開発のために支出された経常的費用と、研究開発用の固定資産を
取得するために支出された費用。固定資産を減価償却費ではなく、支出額で評価。 9



「パラダイス鎖国」（海部美知、2008年）
シリコンバレーからの観察：Japan: A Forgotten Power?
 日本はかつて、輸出大国であった：
 日本の企業が海外で競争力を失ってしまった：
 内需主導型、国内ばかり重視し、産業構造が大きく変わった：
 日本は海外で無視されるようになっている：
 日本は豊かになり、暮らしやすくなった：
 日本人は、海外に興味を持たなくなってしまった：
 なんとなく閉塞感がある：

2014年6月：RU11からの人材政策に対する提言
 持続可能な成長のために多様な文化・手法と共生する強靱さ
に対応する高度イノベーション人材が求められる

 博士課程教育の質の向上に向けた産学官協同での取組が必要
 研究者の雇用制度改革、キャリア支援の早急な改善
 基盤的経費（運営費交付金）の削減停止・充実
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H18 H19 H20 H21 H22 H23

外部資金総額 246.5 274.4 289.4 315.0 335.0 341.0

その他外部資金 98.9 109.3 113.8 120.1 135.1 177.3

競争的資金 147.6 165.1 175.6 194.9 199.9 163.7
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運営費交付金額と外部資金額の比較（RU11）
1 ：0.54（H18） ⇒ 1 ：0.81（H23）

研究費（直接経費）の一般的特徴
・偏 在…研究者育成や大学経営の改善といった体制全体の強化には活用できない
・短   期…若手研究者は5年程度で職を失い、次の職の保証がない
・多規制…多くの場合、海外からの優秀な研究リーダーの正規雇用は不可
・不安定…途中で資金が縮小・廃止、性格が変更される等、扱いが不安定

※早稲田大学・慶應義塾大学を除く

国
際
競
争
力
の
低
下

研究費（直接経費）増額、基盤的経費削減による弊害

外部資金受入額推移（ＲＵ１１）基盤的経費の推移（RU11）
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長期　派遣研究者数（エリア別推移）
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北米 中南米

ヨーロッパ（含ＮＩＳ諸国） その他

長期（30日を越える滞在）派遣研究者数のエリア別推移

出典：国際研究交流の概要（文部科学省 平成20,21年度）
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原因に帰国後のポスト不安 海外とのコネクション不足

海外の「武者修行」に消極的
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大学等研究機関の国際化対応の遅れは深刻（教員、研究者、学生）
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引用数が多い科学論文の推移
論文数の相対的低下に比較して被引用数の低下が著しい
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https://hokuto.app/post/0AzFWGsxrDZIfVcrgd6shttps://www.jst.go.jp/crds/column/choryu/167.html 2022年5月

日本の研究者がある研究テーマに取りかかる時期は、世界の最先端から平均1年～1年半程度遅れている：
“Quantifying progress in research topics across nations”, K. Asatani et al., https://www.nature.com/articles/s41598-023-31452-8



大学の研究力の強化
 大学本来の基礎的研究の能力を強化のための安定性を持つ公的資金の充実を図る必要

産業と大学の連携の深化
 知識基盤の構築を担う大学と社会経済的な価値を創出する産業が役割を踏まえて共創・協働

若手人材の育成強化と人材流動化の促進
 大学や国においては、優れた若手が国内外での多様な人的ネットワークを作る機会を拡充し
て行く必要

 研究人材の流動化の実現のため産学官の連携・協力により社会全体の流動性を高める必要

新領域へのチャレンジ
 数学、統計学等の数理科学、情報科学を強化し、社会が必要とする、さらには社会を先導す
る高度人材を各方面に提供することが重要

主要な改革や政策の総合的レビューの実施

    学長の職務はその大学の研究、教育環境の整備であり、先進各国の状況や相
違点を調査して、世界水準のモデルを目指す必要がある

日本工学アカデミー２０１９年緊急提言
－我が国の工学と科学技術力の凋落を食い止めるために－
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 科学技術外交を推進する上で、我が国として卓越した科学
技術力を有することが最も重要な要素。

 科学技術力の源泉も、科学技術外交の三類型（外交の中の
科学、外交のための科学、科学のための外交）を効果的に
動かすのも、最終的には人材。

 「人への投資」、人材の育成、活用を主眼・目的に置いた
環境整備、制度設計、予算措置等の取組が必要。

  高度科学技術人材が、グローバルな産官学セクターで循環
し、ネットワーク化して活躍することが、我が国の科学技
術基盤強化、科学技術外交強化に必須。

 科学技術力の基盤強化のため、国内政策・外交政策を戦略
的・統一的に進める必要。
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第5回科学技術外交推進会議「科学技術力の基盤強化」
2022年8月



国際共同研究への積極的参加、若手研究者海外挑戦プログラ
ムなど、研究者の在外研究機会増加に資する施策・取組は、
国際頭脳循環、ネットワーク強化に重要。

在外で活動する行政官、研究者や技術者と在外公館の連携に
よる、科学技術ネットワーク構築に向けた相乗効果が発揮さ
れると期待。

在外公館は、科学技術に関わる企業・機関・大学をつなぐ、
ハブあるいはプラットフォームを果たす機能として、世界の
科学技術動向を把握するインテリジェンス機能として、潜在
力を持つ資産。

体制・機能強化の面から、主要在外公館に科学技術フェロー
の設置運用・情報収集（ネットワークの強化・拡大）。
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国際頭脳循環と科学技術外交強化



大沼信一 科学技術フェロー（在英国）の報告
バブル崩壊後、「自主的な鎖国状態」に入っている。
往来は自由だが、日本は世界と違う世界にある。
過去30年間でGDP が低下している国は日本だけ。
大学の評価も大きく低下。鎖国が最も大きな原因。
これは日本国内にいると感じないし、それが当たり前だ
と感じている。

日本人は真面目に働き研究し、海外の人と同様に優秀。
しかし非常に大きな差が生まれている。

「自主的な鎖国状態」の解消が最も重要。解決するため
には日本国内で問題の原因を見つけ解決しかない。
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森岡和仁 科学技術フェロー（在米国）の報告
日本の国際競争力の低下が報道されるも、多くは他人事
で危機感が伝っていない。

物価が安く住みやすい日本の現状に甘んじるあまり、競
争力の低下が直接的に何をもたらすかを分からない。

留学には不安、孤独、疎外感といった印象を持たれ、克
服するためにも日本人コミュニティの存在は必須。

留学はPhDと同様にキャリア形成においてメリットにな
っておらず、その意義は苦労とリスクの天秤に見合わな
い存在となっている。

留学、海外で働いた経験が人生のステップアップとして
評価される、成果を受入れる環境が日本社会には必要。
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松本健 科学技術フェロー（在EU）の報告
科学技術外交を推進させ、海外から閉鎖的と受け取られ
ている現状を打破し、真の科学技術大国を目指すべき。

フェロー制度の拡充：在外公館に専⾨官を常駐させ、将
来はフェロー組織化を目指すべき。

海外での研究機会の拡充：日本を拠点とする若い日本人
研究者の多くが国外に容易に⾶び出すことのできる環境
を整備すべき。

日本での研究機会の創出：日本を活動の拠点にする外国
人研究者を増やすといった方向も加速させるべき。

情報連絡統一窓⼝の設立：海外の日本人研究者との情報
連絡推進の統一窓⼝を設ける。
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グローバルな人材の育成とその循環 
現代の多くの社会課題解決やイノベーションの創出には、分
野・セクターを超えた連携・取組が必要。

博士号取得者が研究開発人材のみならず、行政官、研究支援
人材、起業家、商業化人材といった多様なキャリアパスに進
み、そのネットワークによりイノベーションエコシステムを
構築（Transferable Skill教育が必要）。

グローバルな産官学セクター間で高度科学技術人材の好循環、
キャリアパスの多様性を確保、そのための積極的な人材への
投資と運用を担保する制度改革が必要。

企業の研究開発投資が伸び悩む中、産官学の人材がグローバ
ルに交流・連携をすることで、ミスマッチを解消し、高度な
研究開発を担う人材の養成、柔軟な雇用が拡大され、イノ
ベーション創出の促進に期待。
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学術政策・外交政策への積極的参加への期待
多様な構成要素から自律分散的に生み出される研究成果を幅
広く連携、国内外の社会からの要請や課題を学術課題として
昇華させ、知のエコシステムを構築、社会と連携、イノベー
ションにつなげ社会価値を創造することが重要。

こうした取り組みに対応し、透明なガバナンスの下で官民に
よる学術への安定的かつ機動的な投資を拡大するためには、
重層的な仕組みを構築・運用していくことが必要。

研究開発担当者と外交官、政策立案者との対話を通じて、実
質的な科学技術イノベーションを実現。

外交は外交官だけが行うものではなく、学術政策も政策立案
者だけが決めるものではない。持続可能な開発目標に資する
外交・科学技術政策を、社会の構成員一人ひとりが当事者と
して参加し、強力かつ柔軟に推進することが重要。
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 「科学技術危機」は国の存立を脅かす由々しき事態
 地球規模の課題解決には、科学技術が重要な役割を果たす
 欧米をはじめ、近隣諸国においては科学技術への投資を急増、国際的な連
携を深めつつ、熾烈な競争を繰り広げている

 AI、バイオ、ナノ、量子技術、脳科学などの分野融合が進み、社会のあり
方を大きく変化させる新技術が現れることが予見

 日本の「国際競争力」や企業の「収益力ランキング」は大きく低下、凋落
 過度な「選択と集中」を排し、すそ野を広げた基盤的研究力の涵養が重要

提言 １．大学・国研の戦略的経営と研究に集中できる環境整備
２．博士人材の育成と活用（産官学、国際頭脳循環の促進）
３．進取的、挑戦的な産業の育成（スタートアップの育成）
４．科学技術関連予算増と研究人材への幅広い投資の拡大
５．戦略的科学技術外交の推進（ODAの活用）

我が国の科学技術危機を克服、活性化を図る
-研究人材への投資を軸にした科学技術力の強化-
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日本の科学技術危機の４大要因 24

大学等におけるフルタイム換算データに関する調査（研究時間の劣化）



イノベーション創出には戦略的な資金配分と産官学連携が必要

豊田長康：  https://www.janu.jp/report/files/2014-seisakukenkyujo-uneihi-all.pdf

：ありたい状態

論文数は企業における新規プロダクトイノベーション
実現割合と相関するが、日本は先進国で最も低い
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ご静聴有り難うございました
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